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日米企業のグローパル展開とマネジメント • 
コントロールに関する比較研究
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しはじめに一研究の意図と限定

わが国企業のグローパノレ展開は， 1985年のプラザ合意以降急速に進展し，現

在に至っている。わが国企業の管理会計/原価管理の実態と今後の課題に関す

る調査研究の一環として，筆者たちはこれまで，わが国企業の経営活動のグロー

パル展開による経営実践の国際化だけでなく同時に会計管理，とりわけ管理会

計/原価管理の国際移転の実態とその課題を明らかにしてきた。その際，調査

方法として，日本企業の日本本社台への面接調査/郵送調査と共に，海外に進出

した日系企業への面接調査/郵送調査などにより，英国を中心にした欧州地域，

アジア地域，北アメリカ地域及びオセアニア地域に進出している日系企業への

調査研究を継続的に行ってきている。

本稿では，以上のような筆者たちのこれまでの日本企業及び日系企業への管

理会計の国際移転の調査研究を踏まえ，これまでトに行った米国企業と日本企業

への郵送調査を比較分析することにより，米国企業と日本企業の経営実践と管

理会計実践の特徴とその課題を明らかにすることを意図している。

本稿で使用するデータは，その詳細については付録-1 (調査の概要)に述

べられているとおりである。その概要は，米国企業のデータは 1994年/95年

に行われた郵送調査であり，回答率は 17..36%である。それに対して，日本企業
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のデータは， 1991年から 1992年に掛けて行われた調査データであり，回答率は

53..1%である。

本稿の構成は，次のとおりである。最初に米国企業と日本企業の回答企業の

概要を比較検討する。次に，米国企業と日本企業の経営実践の特徴と課題を明

らかにする。そして米国と日本のそれぞれの製造企業の経営実践を踏まえて，

両者の管理会計の特徴と課題を比較検討する。そして最後に，米国企業と日本

企業の経営実践と管理会計の特徴を指摘してまとめとする。

2.回答企業の概要

この節では，米国企業と日本企業の経営実践及び管理会計の実態の比較分析

をするための前提として，郵送調査に回答のあった米国企業及び日本企業の概

要を明らかにする。

2-1 回答者の所属部署

まず最初に，回答者の所属部署は表2-1に示すとおりである。米国企業の

場合には，財務部あるいは経理部からの回答が大部分であり， 74伽45%と全体の

3/4近くを占めている。それ以外には，原価管理部や経営企画部が，それぞ

れ6“67%と5..56%を占めているのが目立った特徴である。

それに対して，日本企業の場合には，国際部が27..04%と最も多く，次に多い

のは経理部 (2551%) と国際企画部 (2L43%)である。それ以外には，経営

企画部が7..14%を占めている。以上の部署が比較的多い回答者の所属部署であ

る。
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表 2-1 回答者の所属部署

職務 米国企業 職務 日本企業

1 )財務部/経理部 77 (7445%) 国際企爾部(課) 42 (21 43%) 

2 )原価管理部(諜) 6 (667 ) 国際部(課) 53 (27 04 ) 

3 )予算部(課) o ( o ) 国際財務部(課) 7 ( 3 57 ) 

4 )経営企画部(課) 5 (5..56 ) 国際販売部(課) 7 ( 3.57 ) 

5 )管理部(課) 1 ( 1 11 ) 経理部 50 (2551 ) 

6 )総務部(課) 1 ( 1 11 ) 経営企画部(課) 14 ( 7..14 ) 

7)その他 10 (1111 ) その他 23 (lL73 ) 

合計 100(100 00 196(1000。

2-2 回答者の職位

表 2-2は，回答者の職位を示している。米国企業の場合には，回答者の職

位は，部長が最も多く 64“38%となっている。それ以外には，課長(13.70%)，

取締役以上(1096%)が比較的多い職位である。

日本企業の場合には，課長 (4340%)が最も多く，部長 (3585%) は次に

多い回答者の職位である。それ以外は非常に少なく，係長，取締役以上がいず、

れも 6%台にある。

表 2-2 問答者の職位

職位 米国企業 日本企業

1)取締役以上 8 (1096%) 10 ( 6.29%) 

2)部長 47 (6438 ) 57 (3585 ) 

3)課長 10 (13 70 ) 69 (4340 ) 

4 )係長 2 ( 2..74 ) 11 ( 6..92 ) 

5 )その他 6 (8..22 ) 12 ( 7..55 ) 

合計 73(100.00 159(1000。

2-3 組織形態

回答企業の組織形態は，表2-3のとおりである。米国企業と日本企業のい

ずれも，事業部制組織の企業が多くなっている。とりわけ米国企業の場合には，
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事業部制組織の企業は 85..37%を占め，大部分が事業部制組織であることがわ

かる。それに対して，日本企業の場合には，事業部制組織は 69..04%と7割弱で

あり，アメリカ企業と比べると，その比率は 16%あまり低くなっている。

組織形態

1)事業部制組織

2)職能別組織

合計

表 2-3 組織形態

米国企業

70 (85 37%) 

12 (14 63 ) 

82(100 00 

2-4 事業部制のタイプ

日本企業

136 (69 04%) 

61 (30.96 ) 

197(10000 

ここでは，組織形態として事業部制組織を採用している企業は，どのような

分権制組織形態をとっているか，表 2-4により検討する。(ニつの調査では，

調査項目が少し異なるため，調査結果(項目)は幾分異なっている。)まず米国

企業の場合は，分権制組織の中心は製品別事業部制であり， 73..33%の企業がこ

の組織形態をとっている。職能別事業部制は， 26..67%にすぎないというのが米

国企業の実態である。

それに対して，日本企業の場合私製品別事業部制が大部分であり， 87..07% 

を占めており， 90%近い日本企業は製品別事業部制をとっている。それ以外に

は，地域別の事業部制も一部あるが， 5%未満と限られている。

表2-4分権制組織のタイプ

分権制組織のタイプ 米国企業 日本企業

1)職能別事業部制 16 (2667%) 

2 )製品別事業部制 44 (73 33 ) 101 (87 07%) 

3 )地域別事業部制 5 ( 4 31 ) 

4) 2) + 3) 5 (4..31 ) 

5 )その他 0(0 5 (4..31 ) 

合計 60(10000 ) 116(10000 
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2-5 海外子会社のタイプ

次に海外子会社数の平均値及びそのタイプ構成がどのようになっているか，

表2-5により検討してみる。まず米国企業の場合には，最も多いのは販売会

社であり，親会担 1社平均 1L35社(海外子会社数の 40..26%::以下同様)を占

めている。次に多いのは，製造会社であり， 9..21社 (3267%)を占めている。

以上のこつで 72ゎ93%と7割以上を占めている。それ以外にはアフターサービ

ス会社が 3..61社 (12.81%)，金融会社は 1ド65社 (5川85%) になっている。そ

のほかにも，上記以外の「その他」に属する海外子会社が3“11社(1L03%)

ある。

それに対して，日本企業の場合は海外進出企業のタイプで最も多いのは，製

造会社 7ι5社 (4472%)である。日本企業の海外子会社の半数近くは製造企

業である。その次に多いのは販売会社であり， 5..43社(3217%)を占めている。

それ以外には，金融会社が 0..51社 (3.02%)であり，アフターサービス会社は

O“09社 (0.53%)に過ぎない。また上記以外の企業も 1..76社 (1043%)ある。

以上のように，米国企業と日本企業のいずれの場合にも，海外子会社は販売

会社と製造会社が大部分であるが，米国企業は販売会社を中心に，日本企業の

場合は製造会社を中心にした海外進出が多くなっている。

表2-5 海、外子会社のタイプ

産業別 米国企業 日本企業

平均値 標準偏差 企業数 平均値 企業数

1)製造会社(会社数) 9 21 15.42 71 755 206 

2 )販売会社(会社数) 11 35 17.85 71 5 43 206 

3 )金融会社(会社数) 1 65 7..03 71 0.51 206 

4 )アフターサービス会社(会桧劉 3..61 8..73 71 0..09 206 
5 )その他(会社数) 3.11 12.92 71 1 76 206 

* )米国企業の親会社1社平均の海外子会社数は， 28..19社である。また日本企業の親会社1

社平均の海外子会社数は， 16..88社である。

付)海外子会社の定義:日米の親会社により，外国に設立された会社であり，本国の親会社の

投下資本額が20%あるいはそれ以上である企業のことをいう。(なお日本企業の数字は，

1996/97年調査による。ただしその内訳に関する調査項目はない。)
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2-6 回答企業の経営規模

回答企業の経営規模は，表2-6のとおりである。まず最初に資本金につい

ては，米国企業は 32億 78百万円であり，日本企業は 3億 87百万円と，米国企

業の資本金が日本企業の約 8..5倍になっている。売上高になると，米国企業は

44億 77百万円であり，日本企業は 44億 5百万円と，両国企業はほぼ似た平均

像になっている。従業員数になると，米国企業は 23，429人であり，日本企業は

7，269人と，米国企業の従業員数が3..2倍強になっている。資本金と従業員数で

は，米国企業が日本企業より遥かに大きいが，売上高では，日米企業ともほぽ

よく似ているというのが，平均値による日米両企業の経営規模像である。

次に輸出比率は，米国企業では 17.78%であり，日本企業では 17..85%と，ほ

ぽ同じ割合である。また海外生産比率については，米国企業では 18..44%であ

り，日本企業は 12..04%と，米国企業が海外生産をしている比率が6%以上高く

なっている。

表2-6 回答企業の経営規模

経営規模 米国企業 日本企業
平均値標準偏差企業数 平均値標準偏差企業数

1)資本金(百万円) 3，278 8，404 91 387 579 203 

2 )売上高(百万円) 4，477 10，582 92 4，405 8，933 202 
3 )従業員数(人) 23，429 46，388 92 7，269 12，281 200 
4 )輸出比率(%) 17..78 19..89 82 17..85 16.64 195 

5 )海外生産比率(%) 18..44 22..63 85 12 04 13.07 168 

つ為替相場は，米国企業の調査時点での為替レートである 1ドノレ=100円で換算した。

2-7 海外子会社数

米国企業と日本企業の海外子会社数とその進出地域について，表2-7によ

り検討する。

まず米国企業と日本企業の海外子会社数は，米国企業で1社平均28..19社あ

れ日本企業の場合は 16..88社と，米国企業の海外子会社数が日本企業の 1..67

{音になっている。
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それでは次に，海外子会社数の地域別の内訳を米国企業についてみてみる。

米国企業の海外子会社で最も多いのは欧州であり，親会社1社平均10..60社で

ある。 欧州以外には，アジア(日本を除く)で3..03社であり，ついでカナダ

の2..69社である。日本にある米国系企業数は 0..71担(1社平均)である。

表2ー7 海外子会社数と地域

進出地域 米国企業 日本企業

平均値標準偏差企業数 平均値標準偏差企業数

海外子会社数(会社数) 28..19 6L06 72 16..31 22..82 231 
(内訳)

ヨーロッパ(会社数) 10..60 15..01 72 
カナダ(会社数) 2..69 4 21 72 

アジア(日本を除く:会社数) 3..03 5..11 72 

日本(会社数) 0..71 L24 72 

3.米国企業と日本企業の経営実践とその課題

この節では，米国企業と日本企業において，どのような経営実践がなされて

いるか比較検討する。具体的には，親会社の国際部門，海外子会社のローカJレ

経営者，地域統括会社，研究開発職能のローカノレ化，海外子会社への製造職能

(製品企画から製造(狭義)職能まで)のローカル化，及び海外子会社の経営

職能のローカル化のレベルについて考察する。

3-1 親会社における海外統括部門

ここでは，米国企業と日本企業において，海外子会社の統括部門(例えば国

際管理部あるいは海外統括部門など)を親会社の組織上に所有しているかどう

か，また所有している場合にはその形態はどのようになっているか，表3-1 

により検討してみる。

まず米国企業及び日本企業の組織上に海外統括部門を持っているのは，米国

企業では57..33%であるが，日本企業では印刷47%と，日本企業の場合が幾分高
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くなっている。

それでは，海外統括部門がある場合，その組織形態は地域別組織なのかある

いは製品別組織であるのかを検討する。表3-1からわかるとおり，米国企業

では地域別組織が48叶84%あり，製品別組織は 13，，95%，そして両者を合わせた

マトリック組織の企業が 32，，56%となっている。それに対して，日本企業では地

域別の組織が66，，67%あり，製品別の組織は 2L43%である。またマトリックス

組織は， 1L90%という比率である。以上のことより，日本企業は北アメリカ，

欧州，アジア地域というように地域別に海外統括部門を設けている企業が多く，

米国企業でも第1位は地域別の海外統括部門であるが，同時にマトリックス組

織 (a)+ b)) も多くなっていることが窺える。

表3-1 親会社における海外統括部門

海外統括部門の有無 米国企業 日本企業

1)有り 43 (57 33%) 113 (5947%) 

2 )無し 32 (4267 ) 77 (4053 ) 

(海外統括部門の内訳:) 

a)地域別 21 (4884%) 28 (6667%) 

b)製品別 6 (13 95 ) 9 (2143 ) 

c) a) + b) 14 (3256 ) 5 (1190 ) 

. )海外子会社を所有する日本企業のうち， 71社は「不明あるいはその他」である。米国企業

の場合は2社である。

3-2 ローカルのトップ経営者

それでは，海外子会社のローカ/レ化を示す指標のうち，人事職能(社長，経

理部長，人事部長)のポストを現地の人がどの程度占めているかを考察するこ

とによれ米国企業と日本企業のローカノレ化の一面を検討する。その結果は，

表3-2のとおりである。

まず社長ポストについては，海外で操業している米系企業の社長ポストを現

地国籍の経営者が占めているのは，親会社1社あたり 8..47社(30，05%: 847/ 

28，19X100。以下同様である。)である。それに対して，日系企業の場合には，
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社長ポストのローカノレ化は， 4..93社(30日22%: 4.93/1631X100)と，両者の聞

のローカル化率にほとんど差異はみられない。

次に，経理部長ポストのローカル化は，米系企業では 7..32桂 (25..97%)で

あるが，日系企業では 4..95社(30..35%)になっている。経理部長ポストのロー

カノレ化率は，日系企業の場合が5%近く高くなっている。

最後に，人事部長のローカル化は，米系企業では 6..15社 (21.82%) を占め

ているが，日系企業では 5..36社 (3286%) と，日系企業のローカル化率が高

いことが窺える。今回の本国の親会社への郵送調査の結果は，海外子会社(在

日外資系企業及び在外日系企業)への郵送調査の結果とは必ずしも整合してい

ない。すなわち，外資(米国)系企業の社長職，経理部長職，人事部長職のい

ずれのポストもローカル化のレベルは高く，日系企業のトップ経営者ポストの

ローカル化率が低い，というこれまでの海外子会社への調査結果とは必ずしも

整合していない。今後の面接調査などによりそのギ、ヤツプを埋めたい。(例えば

井上信一稿「外資系企業の経営職能と管理会計職能のローカノレ化に関する一考

察J W香川大学経済論叢』 第 69巻第1号， 123ぺージを参照のこと。)

表3-2 海外子会社のローカルのトップ経営者

経営職能 米国企業 日本企業

平均値標準偏差企業数 平均値企業数

1)社長(会社数 8..47 13.51 59 4..93 175 
2 )経理部長(会社数 7..32 11. 46 59 4. 95 175 
3)人事部長(会社数 6.15 1031 59 5..36 175 

ホ)表中の数字は，親会社1社あたりのローカルの経営者が上記のポストを占めている企業

数の平均値である。なお米国企業における親会社1社あたり海外子会社総数の平均値は，

28..19社である。日本企業の総企業数は1631社(平均値)である。

3-3 地域統括会社

日本企業のグローパル展開が進むにつれて，米州，欧州、|そしてアジア州など

各地域に進出する海外子会社が増加している。このような日本企業のグローパ

ノレ化の進展につれて，各地域ごとにそれら子会社に共通する経営職能を集中的
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にサポートし，同時に地域のグループ企業を統括(管理)する地域統括会社の

重要性が増大しており，そのために地域統括会社を設立する企業が多くなって

きている。ここでは，表 3-3によれ地域統括会社の有無とどの地域に地域

統括会社を設けているかを検討する。

まず最初に，米国企業においては，地域統括会社を持っている企業は 65..75%

に達しているが，日本企業では 20..86%にすぎない。米国企業が日本企業の 3倍

以上も地域統括会社を持っていることが理解できる。(なお日本企業の場合に

は，現在計画中の企業も 20%余りある点は留意する必要がある。)

それでは次に，地域統括会祉はどの地域に多く設けられているのか検討する。

まずヨーロツパに地域統括会社があるのは，米国企業では 53..42%であり，日本

企業では 18..92%に過ぎない。北アメリカにあるのは，米国企業では 36..99%で

あるが，日本企業では 20.86%である。またアジアに地域統括会社があるのは，

米国企業では 32..88%であるが，日本企業では 8..93%に過ぎない。

以上のことは，米国企業はいずれの地域でも地域統括会社を設けている企業

が日本企業より通かに多いことを示している。また米国企業は地域統括会祉を

欧州中心に設けており，日本企業は米国中心に設けていることも明らかになっ

日，'-。

地域統括会社

1)有り

2 )無し
3 )計画中
(f有り」の地域別の比率:) 

日本企業

39 (2086%) + 
110 (5882 )+ 
38 (20 32 ) + 

a) ヨーロッパ 39 (5342%) 35 (18 92%) 
b)北アメリカ 27 (36 99 ) 39 (20 86 ) 
C )アジア 24 (3288 ) 15 (8.93 ) 

つ+)印は，北アメリカにある日本の多国籍企業の地域統括会社の実態(数字)を示してい

る。

3-4 研究開発職能のローカル化

研究開発職能(部門あるいは別会社)は，経営活動の国際移転を考える場合，
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非常に重要な課題である。そこで，米国企業と日本企業の海外子会社への研究

開発職能(ここでは広義の意味で使っており，製品企画，研究開発(狭義)及

び設計職能を含んでいる)の国際移転の実態を，表3-4により考察してみる。

まず最初に海外子会社に研究開発部門(あるいは別会社)を持っているのは，

米国企業では 68..97%に達しているが，日本企業では 37..31%と，米国企業の場

合が31.66%も高くなっている。

それでは海外子会社に研究開発職能(広義)を持っている親企業は，どのよ

うな経営職能を海外子会社に国際移転しているのであろうか。米国企業の場合

には，最も多いのは研究開発職能(狭義)で63..79%に達している。次に製品企

画が41.37%，そじて設計職能は 31.03%を占めている。それに対して，日本企

業の場合には，研究開発(狭義)が37..31%で最も多く，次に設計職能で30..37%

になっている。製品企画は22..92%にすぎない。以上が，米国企業と日本企業の

研究開発職能(広義)の国際移転の実態である。

有無

1)有り

2 )無し

(内訳有り」の比率)

a)製品企画

b)研究開発(狭義)

c)設計

24 (4L37%) 

37 (6379 ) 

18 (31..03 ) 

日本企業

72 (3731%) 

121 (6269 ) 

44 (2292%) 
72 (37..31 ) 

58 (30..37 ) 

ホ)日本企業の場合には有り」の数字は，研究開発(狭義)の数字を示している。

3-5 製造職能(広義)のローカル化

この項では，米国企業と日本企業において，それぞれの海外子会社の製造職

能(ここでは広義の意味で使用しており，製品企画から設計，製造準備，そし

て実際のものづくりをする製造段階までのすべてを含む)を垂直的(時系列的)

にみた場合，ローカルの海外子会社にどの程度それらの経営職能を国際移転し

ているか地域別に検討する。
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1) ヨーロッパ地域

まず最初にヨーロツパ地域の米国企業及び、日本企業の製造職能(広義)のロー

カル化の実態を，表3-5により比較検討する。

米国企業の海外子会社への製造職能(広義)の国際移転は，製品企画，基本

設計及び詳細設計という源流段階では，平均値でほぽ3点である。そのうち，

基本設計の国際移転が最も低く，詳細設計と製品企画がそれに次ぐ数字になっ

ている。以上の3つの職能に次いでト製造準備が3れ54点であり，製造段階は3，，91

点と，下流レベルになるにつれて徐々にローカル化が進展していることが理解

できる。

i 日本企業の場合は，米国企業に比べるとそのローカル化率はかなり低く，と

りわけ基本設計，詳細設計，製品企画段階は 2点台の前半にあり，今後に国

際移転が期待される段階にある。それに対して，製造準備は 2，，98点と「ある程

度」ローカル化されているレベルにあり，また製造段階は3，，57点と，かなり国

際移転が行われているといえる。ただいずれにしても，米国企業の場合が製造

職能(広義)のローカル化はより進展していることが明らかになった。

表3-5 海外子会社への製造職能のローカル化(欧州)

製造段階 米国企業 日本企業 米日企業

平均値標準偏差企業数 平均値企業数 の差

1 )製品企画 3，，00 126 56 2，48 142 +，52 

2 )基本設計 2 91 1 43 56 2，18 142 +，73 

3 )詳細設計 2，98 1. 37 55 2 46 142 +，，62 

4 )製造準備 3，54 1 40 56 2，，98 142 + 56 
5 )製造段階 3，，91 138 56 3，，57 142 + ，，34 

. )表中の数字は， 1社あたりの平均値，標準偏差と企業数である。表中の数字は，以下のよ

うに計算された。「本国親会社、で全面的に行われている」→1点本国親会社と海外

子会社との聞で半分半分に分担されている」→3点 i海外子会社で全面的に行われ

ている」→5点として，回答企業の合計点をだし，それを回答企業数で割って， 1社あたり

の平均値を算出した。

なお「米日企業の差」とは，米国企業の平均値から日本企業の平均値を差しヲ|いたもので

ある。 i+Jの時は，米国企業の平均値が日本企業のそれよりも高いことを示し，また逆に
「ー」の時には，その逆の状態にあることを示している。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



601 日米企業のグローパル展開とマネジメント・コントロールに関する比較研究 15-

2) 北アメリカ地域

それでは次に，表3-6により，北アメリカの場合を検討する。北アメリカ

の場合とは，主としてカナダ(メキシコも含むが)への進出を意味しており，

アメリカ合衆国と国境を接しており，北アメリカ自由貿易圏 (NAFTA)によ

り北アメリカを一つの経済圏としてみて行く傾向にある。その協定により，米

国企業は北アメリカ地域全体での最適立地を志向できる。そのためか，米国企

業の場合は，欧州への進出のケースと比べると，いずれのレベルでも海外移転

のローカノレ化を示す数値は低くなっている。逆に日本企業の場合にはいずれの

製造段階をとってみても，欧州地域，アジア地域のケースと比べて，ローカル

化率は最も高くなっている。このことは日本企業にとって，米国は市場，研究

開発などの面で，最も重要であることを示している。

次に，米国企業と日本企業を具体的に比較すると，製品企画と基本設計では，

米国企業のケースが幾分高くなっているが，詳細設計，製造準備，製造段階，

とりわけ製造段階では，日本企業のローカル化のレベルがより進展しているこ

とが理解できる。

個別的には，それでも米国企業のローカル化は，製品企画，基本設計，詳細

設計段階では，いずれも 2..5点前後にあり，余り進んでいるとは言い難い。ま

た製造準備 (3，23点)と製造段階 (356点)では3点台にあり，ある程度ロー

カル化が進展している。その理由としては，前述のように北米での米国企業は，

丁度英国企業がヨーロツパでそうであったように，北米全体を一つの市場

(NAFTA) と考え，その中で最適な製造のための製造職能(広義)の最適立

地を考えており，地理的理由から米国内に研究開発(広義)を集中的に立地さ

せている。それに対して，具体的なものづくりの現場である製造段階はある程

度分散立地(ローカル化)する傾向にある。
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表3-6 海外子会社への製造職能のローカル化(北米)

製造段階 米国企業 日本企業 米日企業

平均値 標準偏差企業数 平均値 企業数 の差

1)製品企画 2 64 1 26 56 2.61 150 + 03 
2 )基本設計 2.47 1 30 55 2“32 150 + 15 
3 )詳細設計 2.43 1 29 56 2..64 150 ー 21

4 )製造準備 3.23 1 40 56 3..39 150 へ16
5 )製造段階 3.56 1..45 57 3..95 150 .39 

けなお表中の得点の計算は，表3-5と同様である。

3) アジア地域

アジア地域における米国企業と日本企業の製造職能(広義)のローカノレ化は，

表3-7に示すとおりである。全体的な傾向としては，米国企業のアジア地域

への製造職能(広義)のローカルは，いずれの製造職能(広義)をとっても，

ヨーロッパ地域に比べると遅れているが，北アメリカの場合よりはず、っと進展

している。

また具体的に検討してみると，計画段階のうち製品企画(2，，69点)，基本設計

(2，70点)，詳細設計 (2，76点)といずれの製造職能も 2点台であり，余りア

ジア地域へのローカ/レ化が進展しているとは言い難い。それに対して，計画段

階でも製造準備は 3，，39点と 3点台の前半であり，また製造段階は 3，.76点と

3点台の後半までローカル化が進んでいる。

また日本企業のアジア地域への進出と比較してみると，製品企画，基本設計，

詳細設計，製造準備のいわゆる計画段階，とりわけ基本設計のローカル化のレ

ベノレが日本企業よりも高くなっているのが特徴である。それに対して，アジア

地域での製造段階のローカノレ化は，日本企業では 3..89点であり，米国企業の

3，.76点を上回り，これまでのステージと比べると，日米企業のローカル化は逆

転していることが理解できる。このことは，これまでの日本企業の進出が，と

りわけ製造準備段階と製造段階に特化してきたことを明らかにしている。
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表3一7 海外子会社への製造職能のローカル化(アジア)

製造段階 米国企業 日本企業 米日企業
平均値標準偏差企業数 平均値企業数 の差

1)製品企画 269 L34 39 2.34 162 十.35
2 )基本設計 2..70 L45 37 1 99 162 +“71 
3)詳細設計 2..76 L42 37 2.34 162 +..42 
4 )製造準備 339 1 44 36 3.19 162 + 20 
5)製造段階 3..76 1 40 37 3..89 162 13 

つなお表中の得点の計算は，表3-5と同様である。

以上製造職能(広義)のローカル化を，欧州、1，北アメリカ，そしてアジア地

域にわけで検討してきた。製造職能(広義)のローカル化は，全般的には，米

国企業では，欧州地域でのローカル化が最も高く，次にアジア地域，最も低い

のが北アメリカである。これは，これまでの米国企業の海外進出の歴史と共に，

それら地域との地理的な繋がりを反映しているものと思われる。日本企業の場

合には，北アメリカ地域が最も高くなっている。次に高いのは，製品企画，基

本設計，製造準備といういわゆる計画段階では，欧州地域がアジア地域よりも

ローカル化されており，逆に製造段階ではアジア地域が高くなっている。日本

企業の場合，米国はあらゆる面で経済的に最も主要なパートナーであり，欧州、|

は，欧州共同体 (EU)としての販売市場と共に，グローパルな研究開発の上で

も重要性を増しているようである。アジア地域の場合には，歴史的，地理的な

関係も反映して，製造基地としての性格が高いことが理解できる。

3-6 海外子会社への経営職能のローカル化

ここでは，製造職能(広義)だけでなく，経営職能を水平的(過程的)にみ

て，購買，販売， R&D，サービス，人事，財務職能などの経営職能(機能別)

がどの程度ローカル化されているか，経営職能全体というより広いパースペク

ティブから検討する。

1) ヨーロッパ地域
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まず最初に，表3-8により，欧州地域の海外子会在について検討する。米国企業

と日本企業は，欧州地域でどのような経営職能をよりローカル化しているかを考えて

みる。

まず全体的に考察してみると，購買職能，人事職能(ローカルズ)，アフターサービ

ス，販売職能，製造職能の5つの職能は，ローカル化のレベ/レが日本企業のケースが

高い(ローカノレ化)ことがわかる。日本企業の場合， とりわけ人事職能(ローカルズ)， 

アフターサービスと販売職能は4点台にあり，日本企業のローカル化のレベルが米国

企業の場合に比べて非常に高くなっている。逆に人事職能(派遣社員)，研究開発職能，

設計職能などは，米国企業のローカル化のレベルが高くなっていることを示してい

る。

表3-8 経営職能のローカル化(欧州、1)

経営職能 米国企業 日本企業
平均値標準偏差企業数 平均値企業数

1 )購買職能 3 82 (1) 1. 20 57 3 98 (4) 138 
2 )人事職能(ローカルズ 375 (2) 118 61 4 46 (1) 138 
3)アフターサービス 3..72(3) 1 24 61 4..34 (2) 138 
4 )販売職能 3 59 (4) 1 12 61 ι33 (3) 138 
5 )製造職能 3.09(5) 1.32 55 3 72(5) 138 
6)設計職能 289(6) 1 34 56 250(6) 138 
7)研究開発職能 2 82 (7) L 22 55 2 21 (7) 138 
8 )運転資金 2 75 (8) 128 60 
9 )人事職能(派遣社員 2.60(9) 1.32 53 1 69(8) 138 
10)設備投資資金 2.42(10) 125 60 

米日企業
の差

16 
-71 

-..62 
- 74 
-..63 

+ ..39 
+ ..61 

+.91 

ホ)表中の数字は， 1社あたりの平均値と標準偏差である。表中の数字は，以下のように計算
された。「本国親会社で全面的に行われている」→ l点 r本国親会社と海外子会社と

の聞で半分半分に分担されている」→3点，“内海外子会社で全面的に行われている」
→5点として，回答企業の合計点を集計し，それを回答企業数で割って， 1社あたりの平均
値を算出した。
なお「米日企業の差」とは，米国企業の平均値から日本企業の平均値を差し引いたもので

ある。 r+Jの時は，米国企業の平均値が日本企業のそれよりも高いことを示し，また逆に
「ー」の時には，その逆にあることを示している。

2) 北アメリカ地域

ここでは，表3-9により，北アメリカ地域の海外子会社の経営職能のロー
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カ1レ化について，日米企業を比較する形で検討する。

北アメリカ地域における米国企業と日本企業の経営職能のローカル化の傾向

(順位)は，全般的には両者の聞にはほぽよく似た傾向にあるが，ローカル化

のレベルについては，製造職能，販売職能，アフターサービス職能，人事(ロー

カルズ)職能や購買職能は，日本企業の場合が遥かにローカノレ化が進んでいる。

これは日本企業にとっては米国が経済的に最も主要なパートナーであることが

大きな理由であり，米国企業の場合には，前述のとおり NAFTAの中で，最適

立地を目指していることが大きな理由と思われる。

具体的なローカル化のレベノレは，米国企業の場合には，人事職能(ローカル

ズ)，アフタサービス職能，購買職能，販売職能は，いずれの場合も 3点台にあ

る。それに対して，日本企業の場合は，上述の経営職能に加えて製造職能も 4

点台にあり，非常にローカル化が進展しているといえる。

しかし米国企業では，研究開発(狭義)，運転資金調達，設計職能，人事(派

遣社員)，設備投資資金などは2点台にあり，本国の親企業で集中的に行われて

いるケースが多いようである。日本企業のケースも，人事(派遣社員)を除い

て，ほぽよく似た傾向にあるが，全般的にはロ}カル化のレベルは，日本企業

の場合が幾分高くなっている。

表3-9 経営職能のローカノレ化(北アメリカ)

経営職能 米国企業 日本企業 米日企業
平均値標準偏差企業数 平均値企業数 の差

1)人事(ローカルズ)職能 3 62 (1) 127 58 4 51 (1) 164 - ..89 
2)アフターサービス職能 341(2) 130 59 4..43(2) 164 -102 
3 )購買職能 335(3) 1. 22 57 418(4) 164 - ..83 
4 )販売職能 324(4) 121 59 4 39 (3) 164 -115 
5 )製造職能 2 78(5) 1. 24 54 401(5) 164 -L23 
6)研究開発(狭義)職能 240(6) 120 55 2..51 (7) 164 - 11 
7)運転資金調達 2.36(7) 124 58 
8)設計職能 2 35 (8) 117 55 264(6) 164 - ..29 
9 )人事(派遣社員)職能 215 (9) 1.23 52 1..73(8) 164 +ι2 
10)設備投資資金調達 2 14 (10) 1. 22 57 

ホ)米国企業の場合には，北アメリカはカナダのみである。
. *)表中のスコアは，表3-8と同様である。
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3) アジア地域

最後に，アジア地域における経営職能のローカル化を，表3-10により検討

する。全般的には，米国企業の場合は，経営職能のローカlレ化の順位(オーダー)

はヨーロッパ地域とアジア地域とほぽよく似た傾向にあり，またローカル化の

レベルは，欧州地域と北アメリカ地域の中間にあるといえる。また日本企業の

場合は，最もローカlレ化の進んでいる製造職能と人事職能(ロ}カルズ)は北

アメリカ地域のレベルに近いが，総じて北アメリカ地域と欧州地域の中間にあ

るといえる。

具体的には，人事職能(ローカルズ)，購買職能，アフターサービス職能，販

売職能，製造職能は，日本企業の方がローカノレ化がより進展している。とりわ

け日本企業と米国企業の製造職能のローカル化のレベル差が大きいことがわか

る。また逆に，米国企業のローカル化のレベノレが高いのは，研究開発(狭義)

職能，設計職能，人事職能(派遣社員)であり，とりわけ研究開発(狭義)職

能の差異が大きいことがわかる。この理由の一つは，全般的な傾向であるが，

とりわげ日本企業の場合，アジア地域はロケーションの関係もあり製造基地と

しての性格が強く，アジア地域での新製品の研究開発などは，日本本社で集中

的に行われる傾向が強いためであろう。

表3-10 経営職能のローカノレ化(アジア)

経営職能 米国企業 日本企業 米日企業

平均値標準偏差企業数 平均値企業数 の差

1)人事(ローカJレズ)職能 3 78 (1) 1. 24 41 453(1) 154 -..75 
2)購買職能 362 (2) 128 37 4.06(4) 154 - ..44 
3 )アフターサービス職能 362 (2) 123 37 423(2) 154 -.61 
4 )販売職能 3 49 (4) 1..15 37 413(3) 154 - ..64 
5)製造職能 282 (5) 136 34 4 04(5) 154 -122 
6 )運転資金 2 75 (6) 137 40 
7)研究開発(狭義)職能 2 67 (7) 133 36 125(8) 154 +142 
8 )設計職能 2..45(8) 139 38 236(6) 154 + ..09 
9 )設備投資資金 2 36(9) 129 39 
10)人事(派遣社員)職能 235(10) 127 37 1..59 (7) 154 十 ..76

取)表中のスコアは，表3-8と同様である。
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以上のことより，米国企業の場合には，経営職能のローカル化が最も進んで

いるのは欧州の子会社であり，次にアジア地域の子会社iである。そして最後に

北アメリカの子会社というオーダーである。その理由としては，これまでにも

指摘したように，カナダ(メキシコを含めて)は米国と国境を接しているが，

また NAFTAに組み込まれているので経済的にはボーダーレスになり，

NAFTAの中で最適立地を目指し，同時に米国の親会社から直接指揮命令され

るケースが多いことが大きな理由として指摘できる。

それに対して，日本企業の場合には，経営職能のローカル化がいずれの分野

でも最も進んでいるのは，北アメリカの子会社であり，アジア地域では製造職

能，購買職能，人事職能(ローカノレズ)は，ヨーロツパ地域よりもローカル化

しているが，それ以外の経営職能はヨーロツパ地域のローカル化がより進展し

ている。

4.米国企業と日本企業の管理会計の実践とその課題

ここでは，米国企業の管理会計の実態と課題を明らかにするため，日本企業

との比較を中心にして，その特徴を検討する。具体的には，海外子会社から本

国の親会社への財務諸表(損益計算書や貸借対照表など)を始めとする月次報

告制度，国際振替価格の方法，国際振替価格決定の価格交渉力，海外子会社の

業績評価の方法，海外子会社の予算管理の方法，海外子会社の資金調達の方法

及び意思決定権限のあり方について考察する。

4-1 月次報告制度

米国企業と日本企業の海外子会社から，それぞれの親会社への月次報告制度

があるかどうか，またある場合には，どのような内容の月次報告書が海外子会

社から本国の親会社に送られているか検討する。

1) 親会社への海外子会社からの月次報告制度

まず最初に，米国企業と日本企業それぞれに，海外子会社からの月次報告制
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度があるかどうかは，表4-1に示すとおりである。海外子会社から本国の親

会社へ月次報告制度がある企業は，米国企業では97，30%を占め，また日本企業

でも 96，01%と，米国企業と日本企業のいずれのケースもほとんどの企業で月

次報告制度があるといえる。

月次報告制度

1)有り

2)無し

合計

表 4-1 親会社への月次報告制度

米国企業

72 (97，30%) 
2 ( 2 70 ) 

74 

日本企業

195 (96 01%) 
6( 3 99 ) 

201 

2) 海外子会社から親会社への月次報告制度の内容

それでは次に，海外子会社から本国の親会社への月次報告制度の内容を，表

4 -2により検討してみる。

全体的には米国企業の場合，日本企業と比較して，月次報告制度のある企業

の比率は大部分の項目(資金計算書と製品の不良率の変化のこつの項目を除く)

で高くなっている。そのことは，米国企業では日本企業の場合に比べて，月次

報告制度，とりわけ会計情報を中心にした月次報告書をより活用しているとい

える。

具体的に検討すると，米国企業の場合，海外子会担からの月次報告書の内容

には，月次損益計算書，月次貸借対照表はほとんどの企業で含まれており，目

標と実績の比較(売上高と利益)も 90%近い数字になっている。それ以外には，

予算と実績の差異 (79，，17%)，従業員数のトレンド (6667%)，在庫(原材料，

仕掛品，製品) (6667%)なども 2/3以上の企業の月次報告書に含まれてい

る。それ以外に過半数の企業で導入されている月次報告制度は，海外子会社聞

の取引 (5972%)，資金計算書 (51，，39%)である。

それに対して，日本企業の場合は，月次損益計算書 (9615%)が最も高く，

次に大部分の企業で導入されているのは月次貸借対照表 (86，81%)，目標と実
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績の比較(売上高と利益) (7912%)や予算と実績の差異 (76，，37%)という項

目である。それ以外には，在庫(原材料，仕掛品，製品) (66.48%)や資金計

算書 (5714%)は，過半数を越える日本企業の報告書に含まれている。日本企

業では製品の不良率の変化(29“12%)は、米国企業に比べると 2倍以上と高し

これは製造(製品の品質やものづくり)を重視する日本企業の特徴であり，逆

に米国企業で過半数の企業で報告が行われている海外子会社間の取引はわずか

11%の企業で行われているにすぎない。

表4-2 親会社への月次報告制度

月次報告書の内容 米国企業 日本企業

1)月次損益計算書 71 (9861%) 175 (9615%) 

2 )月次貸借対照表 68 (9444 ) 158 (8681 ) 

3 )目標と実綴の比較(売上高と利益) 64 (88 98 ) 144 (79 12 ) 

4)予算と実績の差異 57 (7917 ) 139 (76..37 ) 

5)従業員数のトレンド 48 (6667 ) 99 (5440 ) 

6 )在庫(原材料，仕掛品，製品) 48 (6667 ) 121 (6648 ) 

7)海外子会社聞の取引 43 (59 72 ) 20 (1099 ) 

8 )資金計算書 37 (5139 ) 104 (57.14 ) 

9 )製品の不良率の変化 8 (1111 ) 53 (29 12 ) 

10)その他 9 (1250 ) 17 ( 9 34 ) 

合計 72 182 

* )複数回答可である。

4-2 国際振替価格

この項では，米国企業と日本企業における親会社と海外子会社間で，原材料・

部品あるいは製品を売買(企業内国際振替)する場合の国際振替価格について

検討する。まず最初に，親会社から海外子会社へ原材料・部品あるいは製品の

振替をする場合について，次に逆に，ある海外子会社から原材料・部品あるい

は製品を本国の親会社に国際振替をするケースを検討する。
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1) 親会社から海外子会社への国際振替価格

ここでは，親会社から海外子会社へ原材料・部品や製品を国際振替する場合

について，表4-3により考察する。

まず最初に，原材料・部品を国際振替する場合の国際振替価格の基準につい

て検討する。この場合最も多く用いられている国際振替価格は，米国企業と日

本企業のいずれの場合にも原価プラス利益基準である。米国企業ではその比率

が46..97%を占め，日本企業では 49，，69%と，日本企業がこの方式を幾分多く用

いていることがわかる。次に多いのは，市価基準であり，米国企業で28“79%を

占め，日本企業では 29，，19%と，両者はほぼよく似た数字になっている。上記二

つの基準以外には，原価基準が米国企業で24..24%を占め，日本企業では 21.

11%と，米国企業でこの方式を利用している企業が3%程度多くなっている。

次に，親会社から海外子会社に製品を企業内国際振替する場合を検討してみ

よう。この場合も，米国企業では最も多く用いられている方式は原価プラス利

益基準であり， 49，25%である。日本企業の場合には最も多く用いられているの

は市価基準であり， 47，，06%を占めている。同時に米国企業では市価基準が

43，29%を占め，逆に日本企業では，原価プラス利益基準が44，，71%を占めてい

る。上記のごつが，日米いずれの企業でも主として利用されている国際振替価

格の方式である。原材料・部品の国際振替の場合にある程度利用されていた原

価基準は，製品の国際振替の場合には，米国企業では 7..46%であり，日本企業

では8，，16%と，いずれの場合にも 10%を切るレベルに留まっている。
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表4-3 国際振替価格の方法(1):親会社から海外子会社へ

国際振替価格 米国企業 日本企業

原材料 製品 原材料 製品

1)市場価格 2121% 2836% 807% 1882% 
2)市場価格マイナス販売会社の経費 7.58 14.93 21.12* 28.24* 

市場価格基準 28.79 43..29 29.19 47..06 

3 )原価基準(実際原価 3..03 5..97 8..07 4 .. 71 
4)原価基準(標準原価 21.21 1.49 13.04 5.29 

原価基準 24.24 7..46 2111 8..16 

5 )原価+利益基準(実際原価 2L21 17..91 21 12 21 18 
6)原価+利益基準(標準原価 25.76 31.34 28.57 23.53 

原価プラス利益基準 46..97 49 25 49..69 44..71 

7)その他 o 0 1.86 1. 76 

合計 66 67 161 170 

ホ)表中の日本企業の‘ドは，交渉価格(negotiatingprice)をも含んでいる。

2) 海外子会社から親会社への国際振替価格

まず最初に，表4-4により，原材料・部品や製品を海外子会社から本国の

親会社へ企業内国際振替するケースを考察する。

まず原材料・部品を海外子会社から本国の親会社へ国際振替する場合，最も

多く用いられている国際振替価格の方式は，米国企業と日本企業のいずれの場

合にも，原価プラス利益基準である。その比率は，米国企業では 41“38%である

が，日本企業では 51.94%と過半数を超えている。その次に多い方式は，米国企

業では原価基準であり， 31..03%，そして最後に市価基準で27，，58%になってい

る。それに対して，日本企業では，第2位は市価基準であり 34..11%を占め，原

価基準は 13..96%に過ぎない。

次に海外子会社から本国の親会社へ製品の国際振替をする場合，どのような

国際振替価格の方式が用いられているのであろうか。米国企業の場合には，最

も多く用いられている方式は，市価基準であり 48..22%を占めている。それに対

して，日本企業では原価プラス利益基準が49，66%を占め，ほぽ50%(半数)

を占めている。上記以外には，米国企業では原価プラス利益基準が41“07%を占

め，次に多く利用されている。日本企業では市価基準が42，，86%で第2位になっ
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ている。原価基準は，米国企業では 10..72%であり，日本企業では 8..16%と，

国際振替価格の方式としていずれの企業でもあまり用いられていないようであ

る。

表 4-4 国際振替価格の方法(2):海外子会社から親会社へ

国際振替価格 米国企業 日本企業

原材料 製品 原材料 製品

1)市場価格 22 41% 30 36% 7..75% 14..97% 
2 )市場価格マイナス販売会社の経費 5.17 17.86 26.36* 27..89* 

市場価格基準 27.58 48.22 34 11 42..86 

3 )原価基準(実際原価 25..86 8..93 6. 98 4 08 
4)原価基準(標準原価 5..17 L79 6..98 4.08 

原価基準 3L03 10..72 13..96 8..16 

5 )原価+利益基準(実際原価 18.97 12.50 21.71 22ι5 
6)原価+利益基準(標準原価 22ι28..57 30..23 27..21 

原価プラス利益基準 4L38 41.07 5L94 49..66 

7)その他 o 0 L55 2.04 

合計 58 56 129 147 

本)表中の日本企業の‘いは，交渉価格(negotiatingpric泡)をも合んでいる。

4-3 国際振替価格決定の価格交渉力

前項では，国際振替価格の方式について検討してきた。本項では，国際振替

価格の方式を決定する際の意思決定権限(価格交渉力)が，本国の親会社と海

外子会社のいずれにあるか，表4-5により検討する。

まず最初に，親会社から海外子会社へ原材料・部品を国際振替するケースを

みてみる。価格交渉力は，米国企業では1.88点であり，日本企業では2ι3点

である。このケースでは，米国企業の場合には，本国の親会社が価格決定の決

定権限の大部分を保持しており，それと比べると日本企業の場合には，ある程

度海外子会社との交渉に依存する比率が高くなっているが，いずれの場合にも

親会社中心の意思、決定を行っているといえる。

次に，親会社から海外子会社に製品(商品)の国際振替をするケースを検討
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する。米国企業の場合は 1..89点であり，上述のケースとほとんど同じであるが，

日本企業の場合は 2..64点と，海外子会社の影響力がかなり高くなっている。

それでは今度は逆に，海外子会社から本国の親会社に原材料・部品の国際振

替をするケースを検討してみる。この場合は，米国企業のスコアは 2..17点と，

0..29ポイント高くなっており，日本企業の場合には 3..01点と， 0..58ポイント

近く高くなっている。海外子会社から原材料・部品の国際振替をする場合には，

海外子会社の価格交渉力への影響が幾分強くなっており，そのことは日本企業

の場合により顕著である。このことは，海外子会社から本国の親会社に製品(商

品)の国際振替をするケースについてもほぼ同様のことがいえる。そのことは，

米国企業のスコアが2..18点であり，日本企業のスコアが2..95点であることか

ら理解できる。

また日本企業の場合には，企業内国際振替をする場合，原材料・部品の国際

振替をする場合が製品(商品)の国際振替をする場合よりも価格交渉力が幾分

強くなっていることが窺える。しかし米国企業の場合には，両者の聞のスコア

に余り差異はなく，本閣の親会社の価格交渉力が強いことが特徴である。ただ

海外子会社から米国の親会社に輸出する場合には，海外子会社の価格交渉力が

幾分強くなっていることが窺える。

表4-5 国際振替価格の価格交渉力

価格交渉力 米国企業 日本企業

平均値標準偏差 平均値標準偏差

1)親会社が原材料及び部品を海外子会社に振替 L 88 L 09 2. 43 87 
2 )親会社が製品(商品)を海外子会社に振替 L89 L10 2.64 .72 
3 )海外子会社が原材料(部品)を親会社に振替 2..17 1 23 3.01 引66
4)海外子会社が製品(商品)を親会社に振替 2.18 1.24 2..95 .59 

. )回答企業数は， US: a) : 67， b) : 66， c) : 58， d) : 57， JPN: a): 162， b) : 173， 
c) : 137， d): 152。
叫)表中の得点(数値)は 1社あたりの平均値であり，以下のように計算した。
「親会社が国際振替価格を決めるのに決定的な権限を持っている」→ l点 r親会社

と海外子会社の交渉により決定する」→3点 r海外子会社が振替価格の決定に決定

的な権限を持っている」→5点として，回答企業の合計点を計算した。その合計点を回答企
業数で割って 1社あたりの平均値を算出したものである。
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4-4 海外子会社の業績評価

ここでは，米国企業と日本企業において，海外子会社の業績評価(海外子会

社そのものとその経営者の各々について)をどのくらいの企業が行っているか，

また行っている場合には，どのような業績評価の基準に基づいて行われている

か検討する。

1) 業績評価制度

最初に，米国企業及び日本企業は，海外子会社の業績評価(海外子会社その

ものと海外子会社の経営者)をどの程度行っているか，表4-6により検討す

る。

米国企業の場合には，海外子会社の業績評価を行っているのは r会社そのも

の」の場合に 90..54%，そして「経営者」のケースでも 90ド54%と，いずれのケー

スも 9割以上の企業で海外子会社の業績評価を行っていることが理解できる。

それに対して日本企業では，海外子会社の業績評価を行っているのは，会社そ

れ自体のケースで75..13%を占め，経営者の場合には60..21%に過ぎない。いず

れの場合にも，米国企業と比較すると，日本企業の業績評価基準の導入は，そ

れぞれ15“41%，30..33%も低くなっている。また業績評価のレベルは，会社そ

のものに比べて，経営者の業績評価を行っている比率は 15%近く低くなってい

る。

以上のような現象は，これまでにもよく指摘されていることであるが， 1997 

/1998年の在米日系企業への面接調査でも確認したことである。改めて指摘す

ると，米国企業の場合は業績評価を行っている企業が多く，しかも米国企業の

場合は，業績評価の方法は公式化やマニュアノレ化がなされているケースが多い

ようである。それに対して日本企業の場合は，業績評価を行っていない企業も

米国企業よりも多く，また行っている場合にも，給料やボーナスという短期的

な業績評価に直接反映するよりも，将来の昇進などに反映されているケースが

多いということを，今回の面接調査でも在米日系企業の経営者から聞いたこと

である。
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表4-6 業績評価指j度

業績評価の有無 米国企業 日本企業

会社そのもの 経営者 会社そのもの 経営者

a)業績評価の基準がある 90 54% 90..54% 75..13% 60.21% 
b)業績評価の基準はない 9..46 9..46 24..87 39.27 
c)その他 。 。 。 .52 

合計 74 74 193 191 

2) 海外子会社の業績評価(海外子会社そのもの)

ここでは，海外子会社そのものの業績評価基準を，表4-7により考察する。

まず米国企業における業績評価の基準で最も重要性の高いのは，利益(予算と

実績)の比較であり， 2..71点を占めている。これは日本企業の場合も同様であ

り，日本企業でも 2..47点(1位)である。米国企業では，投資利益率(ROI)は

2..05点(2位)，売上高(予算と実績)の比較は 1..94点(3位)，予算(計画と

実績)の比較は 1..79点(4位)，そして年間の利益額が1..48点 (5位)と，上

記の5つが主要な業績評価の指標である。

日本企業では，上述の利益(予算と実績)の比較が最も重要であるが，同時

に売上高利益率(ROS)も2..35点(2位)を占め，売上高(予算と実績)の比較

(1..93点:3位)，年間の利益額(1刷93点::3位)，投資利益率(ROI)(1..69:: 

5位)，市場占有率 (L27点::6位)が 1点以上のスコアになっている。

以上が両国企業の特徴であるが，両者を比較すると，米国企業のスコアが高

いのは，高い順に，投資利益率 (0..36点)，製品の品質 (025点)，利益(予算

と実績)の比較 (024点)，という ROIや利益の予算と実績比較などの項目で

あり，逆に日本企業のスコアが高いのは，売上高利益率(L98点)，市場占有率

(051点)，年間の利益額 (0ι5点)，創業以来の累積利益額 (0..42点)，生産

性の向上 (0.34点)という， ROS，マーケットシェア，利益の絶対額などの指

標である。
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海外子会社の業績評価(会社そのもの)表4-7 

米日企業

の差

日本企業

平均値企業数

米国企業

平均値標準偏差企業数
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.76 

67 

25 

30 

18 

2..71 

2.05 

1..94 

1 79 

1 48 

.76 

63 

38 

37 

22 

19 

11 

.06 

06 

03 

1)利益(予算と実績)の比較

2 )投資利益率 (ROI)

3 )売上高(予算と実綴)の比較

4 )予算(計画と実績)の比較

5)年間の利益額

6 )市場占有率
7)製品の品質

8 )生産性の向上

9 )売上高利益率(ROS)

10)操業開始以来の累積利益額

11)進出先国との友好関係

12)従業員の訓練

13)親会社あるいは他の海外子会社

との協力関係

14)従業員の離職率
15)良い企業市民

16)その他

i

l

l

l

 

. )表中の得点の計算方法は，海外子会社の業績評価基準の方法として，重要なものから順に

5つ番号をつけてもらい， 1位→5点， 2位→4点ト 島山， 5位→ l点として，総得点を合

計し，回答企業数で割って 1社あたりの平均点を算出した。

なお「米日企業の差」とは，米国企業の平均値から日本企業の平均値を差し引いたもので

ある。 '+Jの時は，米国企業の平均値が日本企業のそれよりも高いことを示し，また逆に
「ー」の時には，その逆の状態にあることを示している。

海外子会社の業績評価(経営者)

海外子会社の経営者の業績評価の指標は，表4-8に示すとおりである。米

国企業の場合には，利益(予算と実績)の比較が1位 (257点)であり，つい

で売上高(予算と実績)の比較(2位:1.98点)，投資利益率(3位:1.92点)，

予算(計画と実績)の比較(4位::1.68点)及び年間の利益額(5位::1.44点)

が1点以上のスコアになっている。いずれも財務指標(financialmeasures ::会

3) 

計情報)であり，とりわけ利益と売上高に関する指標が高いようである。米国

企業において，上述の財務指標に続いて高い指標は， といってもそのスコアは
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半分以下であるが，製品の品質(6位:0日70点)，生産性の向上(7位::0..54点)

や市場占有率(8位:0ι1点)という非財務的な指標(non-financialmea-

sures)であり，財務指標をサポートする補助的な業績評価の指標として用いら

れていることがわかる。

それに対して，日本企業の場合には幾分状況が異なるようである。日本企業

の場合にも，利益(予算と実績)の比較(1位:2..31点)が最も重要であるこ

とは同様であるが，幾分そのスコアは低くなっている。第2位は売上高利益率

であり，そのスコアは L91点である。第3位は売上高(予算と実績)の比較で

あり，スコアは 1..88点である。第4位は年間の利益額であり， 1れ71点を占めて

いる。第5位は投資利益率 (L08点)と市場占有率 (L08点)である。それ以

外の指標では，親会社や他の海外子会社との協力関係(7位:0..98点)，生産性

の向上(8位::0..86点)が，海外子会社の経営者の業績評価として重視されて

しユる。

以上のことから日米企業の特徴は，米国企業がプラスである指標は，投資利

益率 (084点:米国企業のスコアが高いことを示している。以下同様。)，製品

の品質 (0.27点)，利益(予算と実績)の比較 (026点)，進出先国との友好関

係 (026点)など，米国企業では利益関連の指標が主に重視されているのが特

徴である。それに対して，日本企業でより重視されている(スコア差が日本企

業にプラスである)のは，売上高利益率 (L47点:日本企業のスコアが高いこ

とを示している。以下同様。)，親会社・他の海外子会社との協力関係(0.81点)， 

市場占有率 (057点)，生産性の向上 (0.32点)，年間の利益額 (026点)とい

う，大部分ROSや非財務的指標であるのが特徴的である。米国企業でも非財務

的な指標が重視されるようになってきているが，その重要性のレベノレは，日本

企業のケースがより高いのが現状である。
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表4-8 海外子会社の業績評価(経営者)

業綴評価の基準 米国企業 日本企業 米日企業

平均値標準偏差企業数 平均値企業数 の差

1)利益(予算と実績)の比較 2 57 2 06 63 2.31 96 + ..26 
2 )売上高(予算と実績)の比較 1 98 2..00 63 1 88 96 + 01 
3 )投資利益率(ROI) 1. 92 2 13 63 108 96 十 ..84
4 )予算(計画と実績)の比較 168 1 93 63 
5 )年間の利益額 1 44 1. 92 63 1.71 96 - ..26 
6 )製品の品質 70 1. 41 63 43 96 + ..27 
7)生産性の向上 54 109 63 .86 96 - 32 

8 )市場占有率 51 1 08 63 108 96 - 57 
9 )売上高利益率(ROS) 44 127 63 191 96 -1. 47 
10)進出先国との友好関係 32 1..03 63 06 96 + 26 
11)従業員の訓練 25 .88 63 36 96 - ..11 
12)操業開始以来の累積利益額 ..21 72 63 .43 96 - 22 

13)親会社・他の海外子会社との 17 71 63 98 96 - ..81 

協力関係

14)従業員の離職率 l3 42 63 20 96 - .07 
15)良き企業市民 13 .58 63 .06 96 + 07 
16)その他 21 96 

市)表中の得点の計算の方法は，表4-7と同様である。

4-5 予算管理の権限

この項では，米国企業と日本企業における海外子会社の予算管理の権限が，

本国の親会社と海外子会社との聞でどのように行われているか，表4-9をも

とに検討する。

米国企業で最も多いのは r予算編成の基本方針は親会社で作成され，それに

基づいて，海外子会社は予算編成と統制を行う。予算編成の承認と執行の評価

は，本国の親会社により行われる」という企業で71“62%を占め，大部分の企業

はこのタイプに属している。それに対して r予算管理の権限は大部分海外子会

社に委譲されている」という企業は， 25..68%と，全体の約 1/4を占めている。

日本企業の場合には r予算管理の権限は大部分海外子会社に委譲されてい

る」という企業が55..67%と，過半数を占めるている。次に多いのは r予算編
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成の基本方針は親会社で作成され，それに基づいて，海外子会社は予算編成と

統制を行う。同時に日本の親会社は予算の承認と執行の評価を行う」というケー

スであり， 41ぃ24%を占めている。

以上のことより理解できることは，米国企業と日本企業では意思決定権限の

委譲関係(方式)が異なることである。すなわち米国企業の場合には，明示的

でトップダウンの意思決定が中心であり，予算管理の場合も同様にトップダウ

ンによることが，表中の項目 b)が最も多くなっていることの大きな要因であ

ると推測される。

それに対して，日本企業の場合には， トップダウン(日本の親企業から日本

本社の経営方針，海外子会社の目標などは示される)の面もあるが，同時に海

外子会社でのボトムアップによる積み上げも重視され，同時に意思決定の関係

がマニュアル化されておらずあるいは明示的でない企業が多く，しかもそれを

補うため日本本社と現地子会社の聞の緊密で頻繁なコミュニケーション過程が

重視されている。例えば予算編成過程，月次，四半期，半期，年次の日本本社

への報告と親会社での報告内容の評価(承認)を始め，両者の聞における期中

での頻繁な情報のやり取り(親会社の経営者と海外子会社の日本人経営者の聞

でインフォーマルな指導，助言などを含めて)がなされている。そのため，海

外子会社の経営者としては，予算管理の大部分の意思決定権限はローカルに委

譲されていると理解しているケースが多い。 また同時に，日本の親会社の経営

者も大部分の予算管理の権限を海外子会社に委譲していると理解しているよう

である(現地サイドと比べると，その比率は幾分少なくなっている。すなわち

本社サイドの経営者は現地の経営者と比べると幾分親会社に意思決定権限が留

保されていると理解しているようであるが)。そのことが，日本企業の場合には

郵送調査をすると，表中のような結果として現れてくる大きな理由であると思

われる。
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表4-9 予算管理の権限

予算管理の権限 米国企業 日本企業

1)予算管理の権限は大部分海外子会社に委譲 19 (25 68%) 108 (55 67%) 

されている。

2 )予算編成の基本方針は親会社で作成され，それに 53(7162 

基づいて，海外子会社は予算編成と統制を行う。

予算の承認と執行の評価は，本国の親会社により

行われる。

3 )予算管理は，大部分親会社により行われる。 2( 2.70 

4 )その他 o ( 0 
合計 74 

4-6 資金調達

80 (41 24 ) 

3 ( 1 55 

8 ( 4 12 

194 

620 

米国企業と日本企業の海外子会社における資金調達(設備投資資金と運転資

金)の方法は，表4-10のとおりである。

まず最初に設備投資のための資金調達について，米国企業と日本企業の特徴

を比較してみる。米国企業では，設備投資資金の調達先で最も多いのは親会社

よりの資金調達であり 88..41%を占めている。次に多いのは，現地の銀行よりの

調達 (57..97%)や海外子会社の内部留保より (46..38%)である。以上三つが

主要なケースであり，本国の銀行よりの調達(1884%)や本国の銀行の現地支

庖よりの調達(1739%)は，米国企業では比較的利用されていない方法である。

それに対して，日本企業の場合に最も多い資金調達の方法は，親会社よりの

資金調達で4980%を占めている。それ以外に日本の銀行の現地支庖より

(3281%)，現地銀行よりの調達 (2917%)や海外子会社の内部留保より

(27..08%)が，主要な資金調達の方法である。米国企業の場合は，親会社より

と現地の銀行よりの調達が中心であるが，日本企業の場合は資金調達の多様性

が幾分高く，親会社より，日本の銀行の現地支庖，現地の銀行，海外子会社の

内部留保等に分かれている。その中では，日本企業の場合には日本の銀行の現

地支庖よりという数字が高いのが，米国企業の場合との相違点である。

次に，運転資金の調達方法について検討してみる。米国企業の場合には，最
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も多いのは親会社よりρ資金調達 (7746%)であり，現地銀行よりの調達
(60“58%)や海外子会社の内部留保による (5352%)ケースが大部分を占め

ているのは，設備投資資金の調達の場合と同様である。ただその中味は，親会

社よりの調達や本国の銀行よりの調達の割合は減少し，逆に海外子会社の内部

留保，米国の銀行の現地支店，現地銀行よりの調達の比率が増加しており，運

転資金の調達は設備投資資金の調達に比べて，より現地(ローカ/レ)で調達す

る傾向にあることは明らかである。

それに対して日本企業の場合はどうであろうか。日本企業の運転資金の調達

は，現地の銀行より (51，76%) と日本の銀行の現地支庖より (43，72%)が中

心であり，海外子会社の内部留保より (2764%)がそれに続いている。また親

会社よりの運転資金の調達は 1457%に過ぎず，設備投資の資金調達の場合と

は対照的である。日本企業の場合にも，運転資金の調達は現地の銀行，日本の

銀行の現地支店と海外子会社の内部留保と，米国企業以上にローカルで調達す

る方向にある。ただ日米の顕著な相違点は，米国企業の資金調達は，米国の親

会社，現地銀行，海外子会社の内部留保というのが，設備投資資金と運転資金

のいずれの場合にも主要な資金調達源泉であるが，日本企業の場合には，上記

の3つに加えて本国の銀行の現地支店の比率が高くなっているのが特徴であ

る。

表4-10 資金調達

資金調達の方法 米国企業 日本企業
設備投資資金 運転資金 設備投資資金 運転資金

1)親会社より調達 61 (8841%) 55 (7746%) 95 (4980%) 29 (1457%) 
2 )本国の銀行より調達 13 (18 84 ) 10 (14，08 ) 12 (6，，25 ) 8 ( 4，，02 ) 
3 )現地の銀行より調達 40 (5797 ) 48 (6056 ) 56 (29 17 ) 103 (51 76 ) 
4 )本国の銀行の現地 12 (1739 ) 15 (2113 ) 63 (32，81 ) 87 (43，72 ) 
支庖より調達
5 )海外子会社の内部 32 (46 38 38 (53，，52 ) 52 (27，08 ) 55 (27，64 
留保により調達
6 )その他の方法による 15 ( 7，，81 ) 11 ( 5 53 

合計 69 72 192 199 

* )複数回答可である。
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4-7 意思決定権限の分散度

ここでは米国企業と日本企業において，海外子会社で販売する新製品の価格

決定，設備投資の意思決定，予算の編成と統制，及び予算の承認と評価という

海外子会社の重要な意思決定権限が，どの程度本国の親会社に留保(集中)さ

れ，またどの程度海外子会社に委譲されているか，表4-11により検討する。

まず最初に，新製品の価格決定については，米国企業では3..44点，日本企業で

は3..57点と，日本企業の場合が，ローカノレで決定されている傾向が幾分強いよ

うである。ただ日米企業いずれの場合にも，海外子会社が中心に本国の親会社

と交渉しながら新製品の価格決定を行っているレベルにある。

次に設備投資の経済性計算の意思決定は，米国企業では 2..22点，日本企業で

は2..92点と，日本企業の場合のローカル化のレベルが高くなっている。ただい

ずれの場合にも平均値は2点台にあり，親企業が中心に意思、決定を行っており，

日本企業でも親会社が中心に海外子会社と交渉しながら設備投資の決定を行っ

ているようである。

予算編成と統制は，米国企業では 2..91点，日本企業では 3..75点と，日本企

業のローカル化のレベルが遥かに高くなっている。ただ日本企業の場合には，

海外子会社台が中心に本国の親会社とインターアクティブにコミュニケーション

しながらというレベルにあり，米国企業の場合は幾分親会社寄りであるが，相

互にコミュニケーションしながらというレベルにある。最後に予算の承認と評

価については，米国企業では2..39点，日本企業では 2..83点であり，日本企業

のローカル化のレベルがある程度高いようである。しかしいずれの場合にもス

コアは2点台にあり，親企業に意思決定権限が留保されているレベルが高いよ

うである。とりわけそのことは米国企業で明らかである。
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意思決定権限の分散度表4-11

米日企業

の差

日本企業

平均値企業数

米国企業

標準偏差

意思決定権限

企業数

1 )新製品の価格決定

2 )設備投資の意思決定

3 )予算編成と統制

4 )予算の承認と評価
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、
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. )表中の数字は，回答企業1社あたりの平均値を示す。そして 1社あたりの平均値は，以下

のように計算した。「親会社で大部分の意思決定をする」→ 1点ト親会社と海外子会

社の交渉により決定する」→3点，“，海外子会社で大部分の意思決定を行う」→5点

として，回答企業の合計点をだし，それを回答企業数で割って， 1社あたりの合計点を計算

した。(なおここでの日本企業の数字は，井上の行った 1996/97年の郵送調査「日本の多

国籍企業の管理会計に関する調査」によるものである。その詳細は追って公表する。)

なお「米日企業の差」とは，米国企業の平均値から日本企業の平均値を差し引いたもので

ある。 '+Jの時は，米国企業のローカル化が日本企業のそれよりも高いことを示し，また
逆に「ー」の時には，日本企業のローカノレ化が高いことを示している。

そこにおける管

その結果，経営実

5.結びに代えて

以上，米国企業と日本企業の経営活動のグローパル展開と，

理会計の国際移転の実態とその課題について検討してきた。

!

i

i

i

 
践については，次のことが明らかになった。

a)本国の親会社における海外統括部門がある企業の比率は，日米企業の聞に

余り差異がなく，米国企業の場合は地域別組織とマトリック組織(地域別+

製品別組織)になっている企業が多く，日本企業は大部分が地域別組織になっ

ている。

b)地域統括会社は，米国企業の場合が3倍以上になっており，欧州，北米，

アジアのいずれの地域でも日本企業よりも高くなっている。米国企業では欧

州を中心に，日本企業では北アメリカに地域統括会社が最も多くなっている。

c)製造職能(広義)については，欧州地域では全体的に米国企業のローカル

化が進展している。北アメリカ地域では， 日本企業のローカル化が全般的に

そして製造準備段階と製造アジア地域では，計画段階は米国企業が，高く，
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段階では，日本企業がよりローカル化を進めている。

d)経営職能全般については，米国企業の場合には， c)の製造職能と同様に，

経営職能のローカル化が最も進んでいるのは欧州、|の子会社であれ次にアジ

ア地域の子会社，そして最後に北アメリカの子会社というオーダーになって

いる。

それに対して，日本企業の場合には，経営職能のローカル化がいずれの分野

でも最も進んでいるのは，北アメリカの子会社であり，アジア地域では製造職

能，購買職能，人事職能(ローカルズ)は，ヨーロッパ地域よりもローカル化

しているが，それ以外の経営職能は，ヨーロッパ地域のローカル化がより進展

している。

また日米企業の管理会計の実践については，次のような特徴がみられた。

a)月次報告制度については，米国企業も日本企業ともほとんどの企業で行わ

れている。月次報告書の内容は，月次損益計算書，月次貸借対照表，目標と

実績の比較(売上高と利益)，予算と実績の差異という会計情報については，

月次報告を行っている企業は，いずれも米国企業の場合が日本企業よりも高

くなっている。在庫(原材料，仕掛品，製品)に関する情報は，日米企業と

もよく似ているが，製品の品質(不良率)に関する情報は日本企業のケース

が高くなっている。

b)親会社から海外子会社への国際振替価格については，日本企業と米国企業

の方法は，傾向的にはよく似ているが，日本企業では幾分原価プラス基準が，

米国企業では原価基準が多くなっていた。また海外子会社から親会社への国

際振替の場合には，日本企業では原価プラス利益基準を中心に市場価格基準

が主として用いられており，米国企業では原価プラス利益基準が最も多いが，

原価基準や市場価格基準もある程度用いられている。また国際振替価格の価

格交渉力は，日本企業と米国企業のいずれでも，親会社が中心に行っている。

ただ親会社から輸出する場合は，親会社に意思決定の権限がより多く，逆に

海外子会社から輸入する場合には，海外子会社の価格交渉力が幾分強くなる

傾向にある。
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c)海外子会社の業績評価は，米国企業の場合が，海外子会社と経営者のいず

れの場合にも，業績評価をしている企業が多くなっている。また海外子会社

そのものの業績評価の方法は，利益(予算と実績)の比較が最も重要である

のは，日米企業のいずれでも同様でbある。しかし米国企業の場合には，投資

利益率や売上高(予算と実績)の比較，予算(計画と実績)の比較が重要な

指標であり，日本企業では，売上高利益率や売上高(予算と実績)の比較，

年間の利益額を重視する傾向にある。

d)予算管理についても，米国企業ではトップダウン型である。それに対して，

日本企業では親会社からの経営方針と海外子会社での予算の積み上げによる

ミックスであり，また予算編成，統制のプロセスでも頻繁で緊密なインター

アクティブなコミュニケーションがなされていることを指摘した。

e)最後に，日米企業の資金調達の方法や意思決定権限についても，それぞれ

の特徴を指摘した。

以上の調査研究により，日本企業及び米国企業の経営活動のグローパル展開

の特徴と管理会計活動の特徴をある程度明らかにすることができたが，なおそ

の詳細については，今後の面接調査などによるケース・スタディを必要とする

課題も散見される。今後の研究課題としたい。

(なお本稿は， 1998年/1999年度文部省科学研究費補助金(基盤研究C:代表

者井上信一)(課題番号10630133)及び平成8年度財団法人香川大学学術振興財

団研究助成による研究成果の一部である。)
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付録-1 調査の概要

本論文の基礎になっている米国企業及び、日本企業への調査概要は，以下のと

おりである。

1)調査の概要:アメリカ企業の場合

まず調査対象企業(母集団)は，以下のように確定した。その結果，調査対

象企業は504社になった。

具体的な母集団確定の方法は，以下のとおりである。アメリカ企業の母集団

はアメリカ会社四季報』東洋経済新報社(日本語版)， 1993年版(この会社

年鑑は， Moody's Handbook of Common Stocks， 1993，の翻訳版である。)

に掲載されている企業のうち，以下の業種にリストされているすべての米国企

業を対象にした。

a)コングロマリット企業(Conglomeratecompanies) 

b)以下の業種の製造業を対象にした。食品(穀類，農産物)(Food mfg 

(Corn， Farming products))，加工会品 (Processedfood)，菓子，ガム (Con-

fectionary and Gum)，清涼飲料 (Refreshingdrinks)，蒸留酒 (Distillery，

Brewery)，ビール (Beer)，たばこ (Tobacco)，繊維 (Textile)，アパレ Jレ

(Apparell)，木材・パルプ (Woodand Pulp)，製紙 (Paper)，化学 (Chemical)，

肥料 (Fertilizer)，プラステツク製品 (Plasticproducts)，写真・光学用品

(Photo and Control equipment)，石鹸・洗剤](Soapand Cosmetics)，化粧品・

トイレタリー (Toiletary)，医薬品 (Pharmarceuticals)，塗料・コーティング

(Painting and Coating)，石油 (Petroleum)，液化石油ガス (Petroleumgas)， 

タイヤ・ゴム製品 (Tiresand Rubber products)，鉄鋼 (Steel)，銅・銅製品

(Copper and Copper products)，金属製品 (Metalproducts)，工具類 (Uten-

si!es)，工作機械 (Machiningmachine)，機械・設備 (Machineryand Equip-

ments)，農業機械 (Farmingmachinery)，公害防止 (Antipublic nuisance 

tools and equipments)，計測・制御機器 (Measuringand Control machin-

ery)，防衛システム・防衛機器 (Defensesystems and machinery)，航空機・

宇宙開発 (Aeroplaneand Space development)，自動車・トラック (Automo-
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bile and Truck)，モービノレ・ホーム (Mobilehome)，自動車部品 (Motorvehi-

c1es and parts)，事務用品・事務機器 (Officeequipment and machinery)，家

具 (Furniture) ，印刷 (Printing)，玩具・レジャー用品 (Toysand Leisure 

日米企業のグローパル展開とマネジメント・コントロールに関する比較研究627 

too1s)，製靴 (Leathershoes)，包装・包装資材 (Packageand Packing mate-

ria1s)，医療・歯科用機器 (Medica1and Denta1 machinery)，油田用機材サー

ビス (Oil-re1atedmachinery service)，電気機械 (Consumere1ectronics)，半

導体・電子機器 (Semi-conductorand E1ectronics parts)，家庭用品 (Home

app1iances)，コンビュータ関連・周辺機器 (Computerrelated machines and 

(大手)(Main-frame computers)が含まれている。

(

i

l

i

l

-

コンピュータ

その結果，ムーディの『アメリカ会社四季報(Moody'sHandbook of Com-

mon Stocks)J (1993 年版)~ (東洋経済新報社)に掲載されている 1，700社のう

Parts)， 

今回の調査母集団として選択さ

2 )財務1)取締役会長(個人名が分かっているケース)， 

ち，上記の製造業(業種)に属する 504社が，

れた。

調査票の宛先は，

担当取締役(個人名が分かつているケース)， 3 )取締役会長(役職名:個人名

の順に郵送した。

最初の調査票は， 1994年の 6月に付録一 2の調査票(r米国企業の管理会計に

関する調査票J) を，上記担当者宛に発送した。その後，回答のない企業には，

回答の督促を 2度行い，最終的に 1995年3月末で回答を締切った。

最終的な回答企業数は96社である。回答企業の内訳は，次のとおりである。

回答企業のうち， 75社は海外子会社を持っているが，残りの 21社には海外子会

また 12担は住所不

が分かつていないケース)

社はなかった。それ以外に， 38社は回答辞退(拒否)され，

また 1社は該当せず(メーカーでなかった)のため調査明で返送されてきた。

票が返却された。
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項目 企業数

1)回答企業数 96社
2 )回答辞退(拒否) 38社
3 )住所不明 12社
4 )該当せず 1宇土

合計 147干土

従って，米国企業の有効回答率(これには，海外子会社を持っている企業も，

海外子会社のない企業も含まれている。)は， 21..19%である。(有効回答率二96/

(504-51) x100=2L19%0) 

1)有効回収率の内訳:

項目 企業数

1 )海外子会社がある 75社
2 )海外子会社なし 20社
3)海外子会社があるかないか不明 1社

合計 96社

従って，この調査に使用できるデータは，最終的に 75社である。最終的な回

答率は，17..36%になる。(最終的な回答率=75/ (504-51-21) x 100= 17.36%0) 

2 )調査の概要:日本企業の場合

日本企業の調査の概要は，拙稿「英国企業のグローパル展開と管理会計の国

際移転一日本企業との比較を中心にして一J (W香川大学経済論叢』 第 71巻第

2号(1998)，の付録 lに詳しい。日本企業の概要を示すと，以下のとおりで

ある。調査対象企業は，日本の多国籍製造企業387社である。調査方法は郵送

調査により，調査期間は 1991年9月から 1992年2月までの6ヶ月間で，回答

率は53..1%である。
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付録ー 2米国企業の管理会計に関する調査票

怨阻盟盟TIAL

l腕白IONNAI盟関H蜘GE剛u仰l即i陥INA剛I捌l脚脱出
Cαmpany' s name: lelephone: 

Ad国ress

Name of the r四回ndent: Position: 

11 there is創lyquestion concerning this Questionnaire. please contact tο: 

臥GAWAUNIVERSITY (JAP，刷)

Profess町ぬin'ichiInoue. Faculty of Economics. Kagawa University，会1Saiwai-cho. Takamatsu 760. Japan 
(TEL目+8ト878-36-1895.PAX:+81-878-36-1859) 

[G悶E臥LINFO附ATIONl

Q-l Please provide the following information a加utYOUf' C叩pany:

Ty開 01industry: ( ) Ass剖lblyindustry 8uch as automotive 
( ) 円四hanicalpr明'essindustry 8uch as steel 
( ) Ch師 icalpr回目sindustry 8uch as ch佃 ical
( ) Others (please s問cify:

Ma in pf'Oducts 一一一一一---------一一一一一一一一------

Decentraliz剖 profitcent町( ) Yes ( ) Functional decentralization 
( ) Product-wise d民間.tralization

( ) No 

Totsl capital' 一一一一一($Mi11ion) Number of田Iploy館ダ:一一一一一(問r田ns)

Annual sales amount~: 一一一一一($ Mi 11 ion) (Ex開rtrati♂:一一一-%)
(Please wr ite about your own co岡田ni08and do not include th田eof your subsidiari08，) 

F町制gnpr岨uctionratio: ( %) (F町eignproduction / Total producti叩 (ona ∞，"sol idat凶ーbasis))

(Board of dir由加rs)
Q-2 Wbat nat ionals a悶 onthe加ardof dir明白rsin your∞間同町 Pleasefi11 in the fo11owing blanka 

H四bersof the b田川 ofdir~tors: <--_______ n四ber01 per sons) 

National ity: <American:_____num出rs)(Eu町田町:一一_n四出rs)(Can“ian:一一_n四bers)(Jap剖田e:ー一一則的町s)
(Fo問 ign-affi1 ia出s)
Q-3 How田町 overs田s-affi1 iat田 d田syaur c佃陣nyhave? Please fill in the fo11owi昭 blankfor each region 

OUf' definition of・for剖gn(ov町S国 s)-affilia胞ピ:COII1P叩ieswhich were set up in forei皿 countri08 by yαurc叩明町
and in which your c叩panybas叩 investmenteQual or田reth田 20%

) We have foreign-affi liat08， (N凶lberof f，町町田-affi1 ia胞が_____________sum出rs)

1)伽thA冊rica(ex，目ptUSA): し一一一畑出rof醐剛l田 2)Euro問<--________n四国s)
3) Asia (ex岬 tJap回し一一一_number s) 4) Ja問・(一一一一抽出s)
5) Others ・ (ー一一一一叩bers)

) We do not have any forei凹-affiliat眉(Inthis case. please 問turnthis questionnaif'e without answer ing田 y
further qu田tions，) 

('Iy開 offoreign-affi 1 iates) 
Q-4 Wbat typ白 offo問 1即-affi1iates do白 your∞m問nieshave? Plea田 fill出enum匝rof∞旬開niesa:即r司riate，

1) Manufactuf' i皿:(ー一一一一 numberof醐，p朗 i田 2)SolO8 : (一一一一一 n四出rof c叩同nies)
3) Finance 一________number of c叩pani曲 4)品川ice: (一一一一四berof com同nies)
5)仇hers し一一一一 numbef'of∞即田ies)

1 
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(Loca1 h国dquarters)
Q-5 Have YOu had any 1田alheadquarters in fo問 igncountr ies? 

J) Yes (P1ease fi 11 in the country names be10w); 

司Euro，問:( ) b)Cana由叩dMexi∞: ( 

-44-

c)師団: ( 

2) No 

(R & 0 division) 
Q-6 0国syour c棚田nyhave a pr剖uctp1anning function. a R&D function (inc1uding technica1， centers)， a design functi叩
(funct io問 l叩d/orde国i1eddesign) in foreign countries? If so. please fill in s問cificcountry n細田民low

(陶n昭ers:foreign affilia也s)
Q-7 How田町 high-rank回 l蜘 l'manager s (00町dm剖出rs町 viceptesident) are there who悶 upythe fo110wing凹S包 tn
your forei胆-affi1iates? ('1，ocal means nationa1s of host countries，) 

J) President: (ーー numb町 ofc叩P叩ies) 2) Contruller: (ーー__numbers) 

(Overs田$0開rationl
Q-8 0，踊 yourcom田町 havea divisi叩 whichcontrols the foreign 0開 rationssuch as叩 internationaldivision? 

1) y，田 (Plea担 tickone item fr四 the出10隊)

) It is a region-or ientated (，∞untry-wise) division (f町田開IPleguru同andivision. Asian division) 
) It is a proouct-orientated division (for example CTV division. VCR division. aut叩otivedivision叩detc) 
) Combination of the above two (matr ix organi阻tion)
) Others (Please s開cifydivision name: 

2) No 

J) Product p1anning division : ~∞un廿y n剖陪・
2) R & 0 division ∞mtry n削除s:
3) Oesi朋 division (country n師国.

3) Personne1 ma阻ger:(ー一一 num匝rs)

(Functions of foreign affi 1iat田)
Q-9 What functions do your forei田 affi1iates carry out in the following steges of manufacture? P1ease ch∞鶴田
叩propriatenumber frαm the scale be10w and put the n叩出rin the following blanks 

5 
Carri剖 onfully by 
forei朋 affiliatem

Asia 

4 ， 3， 
shar創出tw田nyour firm 
and foreign aff iI iates 

白n剖aar叫Mexi∞
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 

guro開
(
(
(
(
(
 

.••••..• 

Z I 
Carr ied on ful1y 
by your firm 

(8回g田 of阻nufacture)
1) Pr叫 uctp1anning 
2) Functional design 
3) Detai led des切1
4) Pre同ringfor pr叫uction
5) Proouction 

(Local ization: business functions) 
十10When your抑制町 considerstransferring the following回国酔肥ntfunctions (activities)旬 fo問 ignaff i liat田，
to what degr鴫 doyou im隊出 yourexisting meth凶s?PI田sethink of the ，間tad加 lCedaffi liates in each region 
釦dfi11 in the fo11owing blanks 

5 
恥th叫 determinedful1y 
by foreign affi1iates 

4 ，3， 
shar副国tw，民nyour COIII同町
叩dfor町田 affiliates 

z I 
Me凶吋 deter加in剖 fully
by your c。叩any

Asia 白n副a剖dMexi∞ 
) ( ) ( 
) ( ) ( 

l 1 l 1 
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 
) ( ) ( 

2 

~ro問
J) Manufacturi時・(
2) Purchasing 
3) Sales 
4) Sales after-care 
5) R四国rch& Oevel畑町
6) Designing 
7) Persi>nnel札.ocals)
8) Personne 1 (A冊rican)
9) Finan田(同巾l唱団pitaI)
10) Fin曲目 Onv田tmentcapitaI) 
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(Management pract.ices) 
か11 To what ex回ntd田syour c叩向即 (notfor剖gnaffiliates) use the following practices? Please choose叩
a即rupriatenumher froo the followi08 scale which descri出syour situation 

Not practic副
at all 

2. a 
To間鴨 extent
practic剖

) Management by walking amund (fe剖backas managl剖entdata旬 theworkers) 
) W，曲ringa compar.y suit (uniform) 
)伽alitycontrol cIrcles and a suggestion Syst開
) Clean factory (5S悶V田町t)

5 
Actively/fully 
practic国

) AlI employees use回 me∞即a即 facilities such as restaurants. parking lots. lockers and 800n 
) No肺ivateroom for managers 
) Traini08 of multi-skill workers and flexible work force 
) Job rutation sys悼)Group or i由旬dd田 ision-making
) S田i町 itywage ru!e ) Senior ity prumotion rule 
) No lay-off ( ) Des ign-in (ov町lappingR & D) 
) Tar get cost m叩時田町t(simultan回出回n暗闇ent01 cost and qual ity of new produc也
(revised阿凶出回)using value engineer i昭 (VE)& value田alysis(VA)) 

[削組問ENT~悶lINTINGl

(Ty同 ofmonth!y re凹rts)
Q-12 What ty問。f冊n油!y問iPor同 doyou r明uitefr叩 yourforeign-affi 1 ia担s?Please tick a!! 同portswhich you r明uif'e
fr叩 ovef'S田saffi 1 iates 【( ) Month!y 間関r出. ( ) No month!y re凹rt 】

( ) 1田omesta畑町() Balance sheet ( ) Sales血悶皿ts叩dpmfit (target. resu!t and variances) 
( ) Ch叩 gein defl田tratio ( ) P!回制 budget.間 u!tand var ianc田 ( ) Ch叩 gein the n凹匝rof岨p!Oy，醐
) Fund statement ) lnventory (r.w-回teria!s.岡山-m-pr時間関田dpmducts) 
( )除問rtof tr叩sactionsbetw醐帥r醐 saffi !iates ( )仇加rs(pl蹴日開ify:

(Transfer pr ici珂:鵬tll油)
Q-13 陥at胆油凶 oftransfer prici08 do田 yourcompany use 油田 your∞民間町 sells岡teria!s/岡r回 orf inished pr吋ucts
to your fo問 i朋 affi! iates (or your。叩同町)? P!臨時 ch蜘 e田 appropr18胎 it輔副dfill in the following b!anks 

a)地内:etprice basis ゆMarketpr i但 min田 se!!i08 ex問nses
c) Cost basis (actua! cost) d)白st回sis(stan由r~ cost) 
e)白stp!us profit basis (actua! α曲t) f)ωst p!us profit basis (standard cost) 
g)批加rs(p!ea担 specify:

1)恥曲 your∞町田町 transfersmater ia!s/parts旬 fo問 ignaffi!iates 
D恥enyaur∞明同町 tra田f町sg，∞ds/fi n ished produc恒句 fo問i田 affi!iates: ( 
3)愉enforei肌 affi!iates transfer mater ia!s/parts to your c叩陣町 : ( 

4)恥田 foreignaff i ! iat田 transfergoods/finished宵。duc旬 toyaur c開田町 : ( 

(Transfer pr ici08: bargeini08凹wer)
Q-14 wh田 youd田idethe transfer pr ice with fo四 ignaffi Iiates. which par tner has t加 decisive問werto set the transfer 
price? PI曲sech∞se叩 appropna担 num出rfrom the be!ow sca!e? 

L 
He岨 officehas d田 isivepower 
to set the transfer pr ice 

3目
Negotiat ion出tweenhead 
office and affi!iates 

1)胤田 your∞m同町 transfers田teria!s/同rtsto f，町ちignaffi! iat田 : ( 

2) When your ∞m同町 transfl町sg'叩ds/finished阿。duc旬加 f町.eignaffiliates : ( 
3)愉聞 fo問ignaffili.tes transfer materia!s/parts切 your∞佃田町 : ( 

4) When forei朋 affi1 iates transfer ~∞ds/finished prod凶tsto yauf' C叩同町 ( 

(P，町for咽nceevaluation) 

5 
Affi! iates ha帽 d田isive凹wer
同 setthe tr.nsfer price 

か15Do you set any陣rformanceevaluation s四国1for your f，町eignaffi Iia担S叩dtheir回nagers(high rani<ed officials 
such曲 the宵闇id田tor vice pr閣 id田，t)?P!ea時 tick回 a開ropriate iteDl 

1) ls there a perforo町田 eval岨tionSyst四 forforeign affi 1 iat田? ( ) y，田( ) No 

2) Is ther噂 anymanager evaluation syst個 forf，町eignaffi! iates by y加r叩明町( ) y，曲 ( ) No 

3 
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3) If you ticked Yes in question 1) and/or 2) a加，ve，please ch∞se in order the im凹rtantperformance evaluation 
methods fmm those be low (a句 p)

i) Foreign affil iates themselves: 1st)一一一_ 2nd)一一一_ 3r甘)一一一ー 4th)一一一ー 5th) ーー-

ii) Managers of lor~ign affiliates: 1st)一一一回 2nd) _______ 3rd)一一一_ 4th)一一一ー 5th)ー一一一

a) Return on investment (ROO b) Return on sales侃(0)
c) Com同rison between planned sales and actual results 
d) Compar ison between planned profit and田rformance
e) Compar ison between planned budget and問rform惚nce f)加nualpmfit amc叩 ts
g) A∞umulated profit醐 oun"回 fromthe star t of 0同日tion h) Market share j) Quality of producta 
j) C∞開rationwith the問問ntcompany and other aff i 1 iates 
k) Go剖 relationshipwith host country 1) Training of佃ploy田S
m) Employee turnover n) 1m阿'Ovingpr凶uctivity 0) Cor問ratecitizenship 
p) Oth町 measure畑町拍 (s同cify:

(Fund raising) 
Q-16 Fr叩 whered冊syour overseas affi liates obtain investment and working田副tal? 引easech∞se a即ropriateit四 S
fr叩 thosebelow 

1) When raising investment funds for plant or machines : __一一一一一一

2) When raising working funds for daily activities 一一一一一一一 一一一一一一一

a) Fr叩 yourCOIl1同ny b) Amer ican banks c) Local (H田tcountry's)岡山s
d) L田al(Host 00叩try's)branches of Amer ic叩岡山 e)Retained profit 01 forei伊 affiliates 
f) Others (s問cify:

(Bu匂etiω
Q-17 In bud胆ting.what role do foreign affi liates and your c叩pa町 playres開ctively? Please tick叩却問。priateit岨
listed出low

( ) The同wer回 managethe bud酔tis mostly dele胆tedto lor'e i即 subsidiaries.i e" most activities (p出mi珂，
implementi時田devaluating of the budget) are under the control of凶elocal subsidiar ies 

( ) The basic凹licyis d田idedby your叩 1岡町，田dwithin this framework. loreign subsidiar i田 pl阻釦d
implement the budgets The performance is also evaluat凶 byyour c叩同町

( ) The budget is d田 id剖閥抗lyby your company. The basic凹 1icy and detai led budgeting are plann剖 byyo町
C叩panyand local-affiliates merely implement the budget Performance is also evaluated by your co.明町

( )仇hers(sp配 ify:

(Decision making凹wer)
Q-18 附18troles do your company and foreign affil iates play resp田tivelyin田kingfollowing d田ision? Plea担ぬ∞母国
appropriate number from the following scale 

1 ・ 2，町り 守 3ι ・ 4 市 5 
Mostly decid困 by Negotiation出t附 mthe head Most ly d田idedby 
the head office office & the affiliates the affiliates 

1) Price-setting for new pr叫uc'回・
2) Investment decision making 
3) Budgetary planning & control 
4) Appraisal of加dgeti暗

Lastly. when you built叩 ortransfer醐時四lentaccounti昭 sys'也I!ISor cost皿nag剖entsystems (budge同ryplanni時間d
control. st田dar<lc国 ting 叩de匂)at foreign affiliate c叩問mes.廿lerea問 anyproblems. plea田 d曲目ibe

(T出NKY'∞V鴎YMUCH FOR YOUR KIND α旧P配ATIONO
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